脳血管疾患患者における尿道留置カテーテルから自排尿獲得に向けたケアプロトコールの開発と有用性 by 上山, 真美 et al.
博士後期課程用 
（様式4） 
 
学 位 論 文 の 内 容 の 要 旨 
 
 
氏  名  上山 真美 印  
   
 
 脳血管疾患患者における尿道留置カテーテルから自排尿獲得に向けたケアプロトコールの開発と有
用性 
      
 
背景と目的 
 脳血管疾患の急性期では尿道留置カテーテルを使用することが多い。病院や施設では，抜去後自排
尿がないと再留置をし，患者は病状の回復に合わせ転院を繰り返す中で，半永久的なカテーテルの使
用へと繋ることがある。病院はカテーテル適応を決定するゲートとなるため，入院中に自排尿を獲得
することが重要となる。 
本邦では排尿管理マニュアルが作成されているが，看護師は尿排出障害に対するケアの判断は困難
であり尿道留置カテーテルの再留置に繋がっている。泌尿器科専門医が主導で，尿排出障害の患者を
すべて診断・治療できれば理想的であるが現状では難しい。限られた資源の中で多職種が連携して適
切なケアを実践していくためにはケアプロトコールが必要である。また，排尿障害は，膀胱機能，認
知機能，運動機能など複合的な機能障害が関係しているため，総合的に状態を把握している看護師が
中心となりケアを進めていくことは重要である。 
尿閉のケアや残尿測定として，携帯型超音波膀胱容量測定の有効性が報告されているが，看護師に
よる尿排出障害のアセスメントにセンサーを使用し，正確な排尿量および残尿量を評価するプロトコ
ールで介入した研究はみられない。本研究の目的は，脳血管疾患患者における尿道留置カテーテルか
ら自排尿獲得に向けたケアプロトコールを開発しその有用性を明らかにすることとした。 
 
方法 
研究デザインは介入研究である。ケアプロトコールは，先行研究および医師と看護師で協働して作
成した。第１段階は，排尿障害のリスクアセスメントとカテーテル抜去の判断, 第２段階はカテーテ
ル抜去と抜去当日のケア, 第３段階は自排尿獲得に向けたケアから成る。尿排出障害のアセスメント
は，携帯型超音波膀胱容量測定器やセンサー付尿とりパット等を使用したモニタリング要素をとり入
れる。本プロトコールの特徴は，看護師主導で正確な排尿量と残尿量等をモニタリングし，エビデン
スに基づいた指標および具体的ケアの明確化，主治医，専門医，理学療法士や作業療法士等多職種協
働でケアを実施することにある。 
対象者は，神経疾患の専門病院に入院し，カテーテルを7日以上留置され，病棟管理者より紹介のあ
った脳血管疾患患者とした。 
個々の対象者のアウトカム評価は，退院時の排尿方法と退院先とした。また，全体での介入効果を
みるため，介入前の直近1か月間とその1年後とで，平均在院日数，平均留置日数，留置率を比較検討
した。データ収集は，診療録から遡及的に行い，レスパイトや検査目的・留置日数が1日以下，膀胱瘻，
特定疾患の患者は除外して行った。分析は，介入前後の留置日数についてMann-WhitneyのU検定，留置
率についてχ2検定をSPSS Ver.22を用いて行った。 
 
結果 
博士後期課程用 
看護師主導により多職種で介入した結果，17 名中 13 名が退院までに自排尿を獲得できた。そのうち，
7 名はトイレまたは尿器での排尿が可能となり，6 名はおむつ内失禁であった。カテーテル再留置は 4
名で，その理由は 3 名が退院先の療養型病床で間欠導尿の継続困難，1 名は病状の悪化であった。間欠
導尿を継続した期間は，自排尿を獲得した 13 名では平均 34.8（7-85）日，再留置の 4 名では平均 53.5
（26-88）日であった。退院先では，療養型病床 7 名，自宅 5 名，介護老人保健施設 2 名，その他 3 名
であった。 
対象者 17 名の平均年齢は 68.3（45－94）歳，男性 11 名女性 6 名，厚生労働省の障害老人の日常生活
自立度は C11 名 B6名で，ほとんどの人が尿意を伝えられなかった。カテーテルの留置理由は，尿閉 10
名，水分出納の管理 5 名，その他 2 名，カテーテル留置期間は平均 25.7±15.9 日であった。カテーテ
ル抜去時の排尿状態は，尿閉 8 名，残尿量が 100ｍｌ以上の尿排出障害 8 名，自排尿 1 名とほとんどが
尿排出障害の困難事例であった。 
介入前後の平均在院日数は，介入前 34.7日，介入後 35.7日で有意差はみられなかった。延べ留置者
数は介入前 474 名，介入後 288 名と減少した。平均留置日数は介入前 11.6 日，介入後 9.6日で有意差
はみられなかったが短縮していた。留置率は介入前 9.8％，介入後 6.0％で有意に減少した（P＝0.000）。 
  
考察 
 看護師主導による本プロトコールでは，日々変化する対象の病状や生活，排尿状況等を継続してモニ
タリングし，状況に応じてタイムリーに各職種とそれぞれ連携をとりながらケアを展開できた。評価
日には，排尿センサー等を使用することで正確な排尿時間，排尿量と残尿量，食事や飲水量をモニタ
リングでき，多職種で患者の排尿状態を多角的に評価し，ケアと治療に結び付けられ自排尿の獲得に
寄与したといえる。 
また，困難であった間欠導尿適応の指標とケアを明確化したことにより，看護師は経過した時間や
業務の引き継ぎ前に導尿するのではなく，膀胱内尿量の測定値から間欠導尿を迷わず判断し実施につ
なげられた。膀胱容量は正常で約500mlであり，1日約8回の膀胱内尿量の測定により適度に蓄尿した状
態での導尿を継続できたことにより，膀胱の過伸展を予防し膀胱機能の改善につながったと考える。 
介入後の延べ留置者数，および留置率は介入前より有意に減少しており，本プロトコールの有用性
が示唆された。 
 
 
 
 
